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それはときに、ガバナンスの弱さ、教育水準の低さと
して現れる政府や人々の能力の低さとしてとらえられ
た。その後の研究は、そうした特徴が現れる原因を分
析し、普遍的な要因で説明しようとするものであった
と筆者は解釈している。アフリカの自然環境や歴史的
な経緯の下では、政府が公共の利益となる政策を推進
することは難しく、また、人々は貧困削減プログラム
に対して援助機関が期待するような反応を示さない可
能性があることを、データを用いて実証的に説明して
いる。それは、アフリカの政府や人々が特異ではない
ということを示すことにつながる。
他方で、個票データを利用したミクロ実証研究はそ
の含意がわかりにくい。研究によって介入の方法や対
象地域・人々が異なるので、同じ問題を扱う複数の研
究から異なる結論が出されることが頻繁にある。結果
の違いが介入方法によるものなのか、対象が異なるた
めなのかは読み取れないことが多いので、研究結果を
新たに計画するプログラムに応用することは現状では
難しい。また、普遍的な原理を追求する研究の対象地
域として、実施コストの安いアフリカが選ばれること
もあると思われる。介入は、時として関連する人々に
悪影響を与えることがあるので（たとえば、求職支援
サービスを与える介入で、サービスを受けなかった人
の雇用率が下がった事例がある）、アフリカの人々が
過大な負担を負わされていないか慎重に考える必要が
ある。
アフリカの特異性について未開拓の分野も残されて
いる。アジアで生じたような輸出指向の製造業の目覚
ましい成長がアフリカではいまだみられていないが、
十分な実証研究は行われていない。2000年代後半から
始まった経済成長が、天然資源価格の下落とともに姿
を消し、貧困を改善するに至らなかったことを考える
と、重要な研究テーマである。また、携帯電話の普及
がアフリカの社会を大きく変えたように、人工知能、
IoTといった技術もアフリカの社会、産業、そして人々
の行動を変える可能性がある。技術進歩が貧困解消に
結びつく可能性についていち早く知見が得られれば、
アフリカの発展に貢献するような技術の応用方法につ
いて提案できると思う。
（ふくにし　たかひろ／アジア経済研究所　アフリカ
研究グループ）
躍的に増加した。個票データの充実とともに、貧困の
要因分析において厳密な因果関係を追求する方向性が
明確になってくる。それは計量経済学の傾向を反映し
たものであるが、援助機関が援助の効果について関心
を強めたことも後押しとなった。1990年代末には、深
まる貧困に対して具体的な成果をあげることが急務と
なり、どのような援助が効果的なのかを知る必要がそ
れまで以上に高まっていた。その結果、貧困削減プロ
グラムの効果を検証するための社会実験が数多く行わ
れるようになる。たとえば、マイクロクレジットが貧
困家計に与える効果を知るために、無作為に抽出した
家計にクレジットへの参加機会を提供し、残りの家計
には提供しないという介入を行い、クレジット提供後
の両者の収入を比較するという実験が行われる。
個票データによる計量分析は、貧困削減に関連する
広い分野が対象となっており、保健衛生、教育、農業
技術、職業訓練、家族計画、金融と保険、コミュニティ
活動などが挙げられる。社会実験に基づく研究は、因
果関係を明らかにするという点で非常に強力であり、
適切な手順で行われていれば結果の信頼性は高い。実
験のデザインを工夫することにより、介入の効果（た
とえば、女性への避妊具の配布）を知るだけでなく、
どのように提供すれば効果があがるのか（夫のいない
場所で渡すなど）についても知ることができる。
●研究の貢献と課題
過去20年の研究の進展には、サブサハラ・アフリカ
の特異性を明らかにしようとする方向性をみて取るこ
とができる。アジア諸国の成長と対照的に、アフリカ
諸国ではおしなべて長期にわたる経済の停滞、紛争の
多発、遅れた生産技術といった後進性が顕著であった。
1990年代の開発経済研究では、アフリカのこうした後
進性は他の開発途上国の経験からは説明がつきにくく、
アフリカ固有の問題として扱われる傾向がみられた。
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求人票をみる若者（アジスアベバ、筆者撮影）
